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会 員 会 社 一 覧（2023年9月1日現在）
損保協会の会員会社は次の29社

〒150-8488 東京都渋谷区恵比寿1-28-1
TEL : 03-5424-0101
URL : https://www.aioinissaydowa.co.jp/

〒163-1413 東京都新宿区西新宿3-20-2（東京オペラシティビル）
TEL : 03-5302-3170
URL : https://www.edsp.co.jp/

〒160-8352 東京都新宿区西新宿8-17-1（住友不動産新宿グランドタワー39F）
TEL : 03-5348-3777
URL : https://www.anicom-sompo.co.jp/

〒104-0053 東京都中央区晴海4-7-4（CROSS DOCK HARUMI 5F-A）
TEL : 03-6327-2222
URL : https://www.hs-sonpo.co.jp/

〒106-6016 東京都港区六本木1-6-1（泉ガーデンタワー16F）
TEL : 03-6229-0060
URL : https://www.sbisonpo.co.jp/

〒102-8645 東京都千代田区平河町2-6-2（セコム損保ビル）
TEL : 03-5216-6111
URL : https://www.secom-sonpo.co.jp/

セ コ ム 損 害 保 険 株 式 会 社

〒170-6068 東京都豊島区東池袋3-1-1（サンシャイン60 40F）
TEL : 03-3988-2711
URL : https://www.ins-saison.co.jp/

セゾン自動車火災保険株式会社

〒144-8721 東京都大田区蒲田5-37-1（アロマスクエア11F）
TEL : 03-5744-0300
URL : https://www.sonysonpo.co.jp/

ソ ニ ー 損 害 保 険 株 式 会 社

〒160-8338 東京都新宿区西新宿1-26-1
TEL : 03-3349-3111
URL : https://www.sompo-japan.co.jp/ 

損 害 保 険 ジ ャ パ ン 株 式 会 社

【

【

〒900-8586 沖縄県那覇市久茂地1-12-1
098-867-1161

03-3295-1127
https://www.daidokasai.co.jp/

大 同 火 災 海 上 保 険 株 式 会 社

TEL : 
〒101-0052 東京都千代田区神田小川町1-1（山城ビル10F） 
TEL : 

URL : 

本　 店】

東京支店】

〒100-8050 東京都千代田区大手町2-6-4（常盤橋タワー）

東京海上日動火災保険株式会社

〒100-0004 東京都千代田区大手町2-2-2（アーバンネット大手町ビル14F）
TEL : 03-3510-2402
URL : https://www.zkreiwa-sonpo.co.jp/

全管協れいわ損害保険株式会社

〒104-6016 東京都中央区晴海1-8-10
 （晴海アイランド トリトンスクエア オフィスタワーX 16F）
TEL : 03-6634-4000
URL : https://www.jihoken.co.jp/

ジェイアイ傷害火災保険株式会社

〒170-0013 東京都豊島区東池袋1-12-5
 （東京信用金庫本店ビル10F）
TEL : 03-6388-0609
URL : https://www.sakura-ins.co.jp/

さ く ら 損 害 保 険 株 式 会 社

〒105-8604 東京都港区新橋1-18-6
TEL : 03-3504-0131
URL : https://www.kyoeikasai.co.jp/

共 栄 火 災 海 上 保 険 株 式 会 社

〒102-0073 東京都千代田区九段北1-8-10（住友不動産九段ビル11F）
TEL : 03-5276-1391
URL : https://www.capital-sonpo.co.jp/

キャピタル損害保険株式会社

〒105-6427 東京都港区虎ノ門1-17-1（虎ノ門ヒルズ ビジネスタワー27F）
TEL : 03-6758-7373
URL : https://www.au-sonpo.co.jp/ 

a u 損 害 保 険 株 式 会 社

Ｓ ＢＩ損 害 保 険 株 式 会 社

エイチ・エス損害保険株式会社

イーデザイン損害保険株式会社

ア ニ コ ム 損 害 保 険 株 式 会 社

〒135-0061 東京都江東区豊洲5-6-15（NBF豊洲ガーデンフロント6F）
TEL : 03-4566-3020
URL : https://www.ipet-ins.com/

アイペット損害保険株式会社

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社

〒111-8633 東京都台東区寿2-1-13（偕楽ビル）
TEL : 03-4335-8570
URL : https://www.axa-direct.co.jp/

ア ク サ 損 害 保 険 株 式 会 社

〒105-8602 東京都港区虎ノ門4-3-20
TEL : 03-6848-8500
URL : https://www.aig.co.jp/sonpo

A I G 損 害 保 険 株 式 会 社

〒103-0024 東京都中央区日本橋小舟町8-1（ヒューリック小舟町ビル4F）
TEL : 03-3664-6074
URL : https://www.nihonjishin.co.jp/
※再保険専門会社につき、一般の損害保険は取り扱っておりません。

日 本 地 震 再 保 険 株 式 会 社

【東京本社】

【さいたま本社】〒330-9311 埼玉県さいたま市浦和区上木崎2-7-5

〒101-8329 東京都千代田区神田駿河台2-3
TEL : 03-3292-8000

URL : https://www.nisshinfire.co.jp/

日 新 火 災 海 上 保 険 株 式 会 社

受付時間：９：15～１7：００
【月～金曜日（祝日・休日および12月30日～1月4日を除く）】

0570-022808

〒101-8335　東京都千代田区神田淡路町2-9　
本冊子に関するお問い合わせ先
業務企画部啓発・教育・防災グループ
TEL：03-3255-1215
https://www.sonpo.or.jp

損害保険トータルプ
ランナーは損保協会
が認定する募集人資
格の最高峰です。

2023.9.6,000

〒110-0015 
TEL : 03-6636-9730
URL : https://www.petfamilyins.co.jp/

ペット＆ファミリー損害保険株式会社
東京都台東区東上野4-27-3（上野トーセイビル7F）

〒107-0062 東京都港区南青山2-6-21（楽天クリムゾンハウス青山）
TEL : 03-6748-6900
URL : https://www.rakuten-sonpo.co.jp/

楽 天 損 害 保 険 株 式 会 社

〒112-0004 東京都文京区後楽2-5-1（住友不動産飯田橋ファーストビル8F）
TEL : 0570-200-207
URL : https://www.mitsui-direct.co.jp/

三井ダイレクト損害保険株式会社

〒101-8011 東京都千代田区神田駿河台3-9
TEL : 03-3259-3111
URL : https://www.ms-ins.com/

三井住友海上火災保険株式会社

〒101-0048 東京都千代田区神田司町2-11-1
TEL : 03-3257-3111
URL : https://www.meijiyasuda-sonpo.co.jp/

明 治 安 田 損 害 保 険 株 式 会 社

〒100-0004 東京都千代田区大手町2-1-1（大手町野村ビル7F）
TEL : 03-6910-3278
URL : https://www.rescue-sonpo.jp/

レスキュー損害保険株式会社

損害保険に関するご相談・お困りごとは
そんぽADRセンターにご連絡ください。

〒101-8703 東京都千代田区神田駿河台3-6-5

https://www.toare.co.jp/
※再保険専門会社につき、一般の損害保険は取り扱っておりません。

ト ー ア 再 保 険 株 式 会 社

TEL : 03-3253-3171
URL : 

https://www.tokiomarine-nichido.co.jp/URL :

※PDF版は認証紙に印刷
された認証印刷物データを
使用して作成しています。
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日本の損害保険
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はじめに

　損保協会は、損害保険会社を会員とする事業者団体です。
　損害保険は、皆さまの平穏な生活や安定した事業活動のお手伝いをするという社会的役割を担っています。
　損保協会では、この社会的役割を着実に果たすために、消費者の皆さまとのコミュニケーションを推進し、皆さま�
からいただいたご意見に基づき業務品質の向上を図っています。また、身のまわりにあるリスクの軽減に向けて、防災・
防犯対策、交通安全対策等にも力を入れて取り組んでいます。

設立
1917年5月　�大日本聯合火災保険協会設立（損保

協会の起源）
1946年1月　日本損害保険協会設立
1948年5月　社団法人の認可を取得
2012年4月　一般社団法人に移行

目　的
　わが国における損害保険業の健全な発展およ
び信頼性の向上を図ることにより安心かつ安全な
社会の形成に寄与することを目的としています。�

事業内容
1.��損害保険の普及啓発・理解促進に資する事業
2.��損害保険契約者等からの相談対応、苦情・紛争
の解決に資する事業

3.�損害保険業の業務品質の向上に資する事業
4.�損害保険業の基盤整備に資する事業
5.��損害保険の安定かつ継続的な提供に資する事業
6.��事故、災害および犯罪の防止・軽減に資する事業
7.�損害保険業に関する研修、試験および認定等の事業
8.�前各号の事業に資する国の補助金等に関する事業

日本損害保険協会（略称：損保協会）とは

機構一覧（2023年7月1日）
組　織

社 員 総 会

委 員 会

事　　務　　局

お 客 さ ま の 声 ・ 有 識 者 諮 問 会 議

自 賠 責 運 用 益 使 途 選 定 委 員 会

A D R 評 議 会

損害保険相談・
紛争解決

サポートセンター

監 事 事 務 局

監 事

理 事 会
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委員会機構

理 事 会

常 設 委 員 会

一 般 委 員 会

経 理 委 員 会

財 務 委 員 会

業 務 委 員 会

損 害 サ ー ビ ス 委 員 会

販 売 調 査 委 員 会

情 報 シ ス テ ム 委 員 会

コ ン プ ラ イ ア ン ス 委 員 会

特 別 委 員 会 北 海 道 支 部 委 員 会

東 北 支 部 委 員 会

関 東 支 部 委 員 会

本部委員会 支部委員会

お 客 さ ま の 声・有 識 者 諮 問 会 議

自 賠 責 運 用 益 使 途 選 定 委 員 会

A D R 評 議 会

北 陸 支 部 委 員 会

中 部 支 部 委 員 会

近 畿 支 部 委 員 会

中 国 支 部 委 員 会

四 国 支 部 委 員 会

九 州 支 部 委 員 会

沖 縄 支 部 委 員 会

事務局機構

北 海 道 支 部 事 務 局

東 北 支 部 事 務 局

関 東 支 部 事 務 局

本部 支部

経営企画部

損害サービス企画部

募集・教育企画部

総務人事部

内部監査室

（地区センター）
東京／近畿

法務・リスク管理部

業務企画部

損害保険相談・紛争解決サポートセンター本部

IT企画部

北 陸 支 部 事 務 局

中 部 支 部 事 務 局

近 畿 支 部 事 務 局

中 国 支 部 事 務 局

四 国 支 部 事 務 局

九 州 支 部 事 務 局

沖 縄 支 部 事 務 局

税 制 委 員 会

予 算 委 員 会

自 賠 責 保 険 特 別 委 員 会

地 震 保 険 特 別 委 員 会
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はじめに

安心かつ安全で持続可能な社会の実現と、経済および国民生活の安定と向上に資する相互扶助制度を円滑に
運営することが、損害保険事業の社会的使命として求められている。

また企業および団体は、社会の公器として、事業活動を通じて社会的課題の解決により一層取り組むことが求められている。
そのため日本損害保険協会は、自らの使命を全うし社会からの信頼と期待に応えるとともに、損害保険事業の健全な

発展および信頼性の向上を図るため、その事業活動にあたり、次の基本原則および行動指針を定める。会員各社は、この
定めを尊重し、個々の経営方針のもと、経営トップ自らが先頭に立って、自主的にこれらを実践していくこととする。

制定��1991年10月17日
改定��2005年��3月17日

2012年��4月��1日
2018年12月20日
2023年��6月15日

日本損害保険協会　行 動 規 範（抜粋）

行動規範
損保協会は、1991年10月、損害保険業界が社会・国民からの信頼に応えていくことを目的として、「行動規範」を制定しました。
近年の環境変化を踏まえ、社会からの期待により一層応え、損害保険業界の存在意義を高めることを目的に、
2023年6月に改定しました。

1 基本原則
　会員各社は、事業の経営にあたって、次の原則を遵守するとともに、役員および従業員の業務遂行についても、
この原則が遵守されるように努めることとする。

人権尊重の原則
　国際的に認められた人権を理解したうえで、すべての人々の人権を尊重するとともに、あらゆるステークホルダーに対して自らの
活動が人権に与える影響を考慮して行動する。なお、万一人権侵害が発生した場合には、速やかにその是正と再発防止に努める。

社会との共通価値創造の原則
　様々な主体とも協働しながら、事業活動を通じて社会との共通価値を創造し、持続可能な社会の実現への貢
献と、損害保険事業の存在意義のさらなる向上を図る。

お客さま本位の業務運営の原則
　損害保険事業の健全な発展および信頼性向上のため、自ら主体的に創意工夫を発揮し、ベスト・プラクティスを目
指して、お客さま本位の業務運営を現場レベルまで徹底する。

2 行動指針
��1.�商品･サービス提供に関する指針�� ��7.�安全な社会の創造に関する指針
��2.�お客さまへの対応に関する指針� ��8.�反社会的勢力との関係遮断等に関する指針
��3.�法令等遵守（コンプライアンス）に関する指針� ��9.�社会貢献に関する指針
��4.�社会とのコミュニケーションに関する指針�� 10.�資産の運用に関する指針
��5.�職場環境の充実に関する指針�� 11.�内部統制システムの強化に関する指針
��6.�地球環境に関する指針�� 12.�ガバナンスの強化に関する指針
��� � 13.�危機対応に関する指針

3 行動指針の実現
日本損害保険協会は、前記行動指針の実践に向けて、必要に応じて、具体的な行動基準やマニュアル等を整備･作
成する。
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気候変動対応方針
損保協会では、2021年7月に気候変動への対応方針を策定しました。気候変動は、国民の生命や生活基盤、経済
システムを広く脅かす重大なリスクであることから、グローバルな対応が求められています。我が国も2050年までに
カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すことを宣言し、官民一体となった緩和・適応取組みをスタートさ
せています。
こうした中、損害保険業界でも各種補償・サービスの提供やグリーン投資などに取り組んでいますが、サステナブ
ルな社会への円滑な移行に貢献すべく、各種取組みをさらに推進していきます。

損保協会では、第9次中期基本計画（2021～2023年度）において、取組みを強化すべき3つの重点課題を掲
げ、重点課題の達成・実現を通じて、全てのステークホルダーへの貢献とSDGsの達成を目指しています。

第9次中期基本計画の概要

重点課題
①持続可能なビジネス環境の整備
・新しい生活様式（書面・押印・対面手続きの見直し等）、国内外の基準・規制への対応
・デジタル技術の活用による効率化推進・利便性向上
・社会環境・自然環境変化に伴うさらなる役割の発揮（気候変動への対応等）

②災害に強い社会の実現

③損害保険リテラシーの向上

・強靭なまちづくりへの貢献
・自然災害に対する業界共同取組み
・災害に乗じた悪質商法への対応強化�
・事業者向け保険の普及促進

・教育機関・行政・有識者との関係構築、金融他団体との連携強化�
・高校生への教育の充実�
・教育ツールのデジタル化・手法の改革

関連するSDGs

関連するSDGs

関連するSDGs

気候変動対応方針
一般社団法人　日本損害保険協会

一般社団法人　日本損害保険協会（以下「損保協会」）は、気候変動をリスクと成長機会の両面から捉え、
我が国として2050年までにカーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すことに賛同します。その実現
に向けて、国および国際社会の取組みとの協調を図りつつ、次の気候変動対応を推進していきます。
・会員各社は、損害保険の引受、関連するサービスの提供、損保協会とともに推進している防災・減災取組み、
ESGの観点を踏まえた資産運用、お客さまとの対話などを通じて、気候変動リスクの緩和とそれへの適応に
貢献するとともに、サステナブルな社会への円滑な移行を支援します。
・損保協会および会員各社は、自らの事業を通じて排出される温室効果ガスの削減に取り組み、脱炭素社会の
実現を図ります。

2021年7月15日
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損害保険
の概況

保険料 元受正味保険料は3.0％増、正味収入保険料は3.6％増。

全保険種目合計の元受正味保険料＊4

（収入積立保険料を含む）は、火災保険の
増収などにより、前年度に比べ3.0%増の9
兆9,593億円、正味収入保険料＊5は火災
保険の増収などにより、前年度に比べ
3.6%増の9兆1,195億円となっています
（損保協会会員会社ベース）。

＊4�元受正味保険料　お客さま（保険契約者）との直接の保険契約に係る収入を表す。
「元受正味保険料」＝「元受保険料」−「諸返戻金（満期返戻金を除く）」

＊5�正味収入保険料　元受正味保険料に再保険に係る収支を加味し、収入積立保険料を控除したもの。
「正味収入保険料」＝「元受正味保険料」＋「受再正味保険料」−「出再正味保険料」−「収入積立保険料」

資料・データ　主要指標関係

参照 P.68、69

9兆 9,593億円
9兆 1,195億円

●元受正味保険料 ●正味収入保険料

2021 2022年度 2021 2022年度

元受正味保険料

正味収入保険料

9兆9,593億円9兆9,593億円 9兆1,195億円9兆1,195億円
8兆8,063億円8兆8,063億円9兆6,709億円9兆6,709億円

3.6％3.0％

損害保険会社の数 55社 が事業活動を行う。

＊1�国内損害保険会社　日本法人として損害保険業免許を受けている会社。
＊2�外資系国内会社　　外国資本が50％以上の国内損害保険会社。
＊3�外国損害保険会社　支店または代理店形態等で日本に進出している海外の損害保険会社。

資料・データ　日本国内で損害保険業を営む会社

参照 P.58

●国内損害保険会社
再保険業

2社

●外国損害保険会社

元受および
再保険業

28社

船主責任
保険専業3社

再保険業5社

元受および
再保険業
14社

22社

合計  55社

30社

33社

22社

国内損害保険会社

外国損害保険会社

国内損害保険会社 外国損害保険会社

元受および
再保険業 31 10

再保険専業 2 6
船主責任
保険専業 - 6

合計 33 22

国内損害保険会社＊1が�33社（日本法人�
として損害保険業免許を受けている外資
系国内会社＊2を含む）、外国損害保険会
社＊3が22社、あわせて55社の損害保険会
社があります。（2023年７月1日現在）
また、損害保険会社で働く従業員（役

員、一般社員、外務員および嘱託を含む）
は、84,808名となっています（2023年4月
1日現在。損保協会会員会社ベース）。
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正味支払保険金＊6は、2022年9月に発
生した台風14号・15号などに係る火災保
険の支払いや、交通量の回復に伴う自動
車保険の支払いの増加などにより、前年度
に比べ全種目合計で14.3%増の5兆
3,830億円となっています（損保協会会員
会社ベース）。

＊6�正味支払保険金　支払った保険金から再保険により回収した再保険金を控除したもの。
「正味支払保険金」＝「元受正味保険金」＋「受再正味保険金」−「回収再保険金」

保険金 正味支払保険金は14.3％増。

資料・データ　主要指標関係

参照 P.70

●正味支払保険金

5兆 3,830億円

2021  2022年度

5兆3,830億円5兆3,830億円

正味支払保険金

4兆7,112億円4兆7,112億円

14.3％

損害率＊7は、主に正味支払保険金の増
加により、前年度に比べ5.6ポイント増の
64.9%となっています（損保協会会員会社
ベース）。
事業費率＊8は、諸手数料及び集金費な

どが増加しましたが、分母となる正味収入
保険料も大きく増加したため、前年度より
0.3ポイント低下し32.6%となっています
（損保協会会員会社ベース）。

＊7�損害率　　 保険料に対して保険金等がどのくらい支払われたかを示す指標。数値が高いほど保険料に占める保険金の支払割合が高
いことを示す。

「損害率」＝（「正味支払保険金」＋「損害調査費」）÷「正味収入保険料」
＊8�事業費率　保険料に対して保険募集や保険の維持管理のための費用をどの程度支出したかを示す指標。数値が低いほど経営効率が

良いことを示す。

損害率・事業費率 損害率5.6ポイント増、事業費率は0.3ポイント減。

●損害率

●事業費率

64.9％

32.6％
32.9％

2021 2022年度

64.9%
32.6%

損害率

事業費率

59.3％ 5.6ポイント

0.3ポイント
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損害保険
の概況

＊9���総資産　　運用資産およびその他資産（代理店貸、再保険貸など）の合計。
＊10�運用資産　預貯金、コール・ローン、買入金銭債権、金銭の信託、有価証券、貸付金、土地・建物などの合計。

資料・データ　主要指標関係

参照 P.71

総資産＊9は、保有する有価証券や預貯
金の減少などから、前年度に比べ2.5%
減の31兆7,490億円、運用資産＊10も
3.3%減の28兆3,384億円となっています
（損保協会会員会社ベース）。

総資産・運用資産 総資産は2.5％減、運用資産も3.3％減。

2021 2022年度末 2021 2022年度末

31兆 7,490億円
28兆 3,384億円

●総資産 ●運用資産

総資産

運用資産

32兆5,643億円32兆5,643億円 29兆3,106億円29兆3,106億円

31兆7,490億円31兆7,490億円 28兆3,384億円28兆3,384億円

2.5％ 3.3％

＊11�経常利益　　 損害保険会社が保険引受や資産運用などによって経常的に得られる収益から、保険引受や資産運用などの経常的に
かかる費用を引いた利益のこと。

＊12�当期純利益　経常利益に特別利益を加え、特別損失、法人税および住民税等を控除して得られた利益のこと。
（注）端数処理の関係上、各項目を合算した値と合計は一致しない場合がある。

経常利益＊11は、前年度に比べ1,245億円
減益の7,665億円となり、当期純利益＊12

は、前年度の6,708億円から1,692億円減
益の5,015億円となっています（損保協会
会員会社ベース）。

経常利益・当期純利益 経常利益は1,245億円の減益、当期純利益は1,692億円の減益。

7,665億円
　 5,015億円

経常利益

当期純利益

●経常利益 ●当期純利益

2021 2022年度

6,708億円6,708億円
5,015億円5,015億円

2021 2022年度

8,910億円8,910億円
7,665億円 7,665億円 

1,692億円1,245億円
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＊13�損害保険代理店　損害保険会社の委託を受けて、損害保険に関する説明や損害保険契約の締結などを行っている。

全国にある損害保険代理店＊13は約16万
店で約185万人が損害保険の募集に従事し
ています。（国内会社・外国会社合計）
また、2022年度に代理店が取り扱った
保険料の割合は全体の90.5％となってい
ます。

代理店実在数・募集従事者数 代理店実在数は2.7％減、募集従事者数は7.9％減。

資料・データ　代理店関係

●代理店実在数 ●募集従事者数

15万6,152店

184万5,354人

代理店実在数

募集従事者数

2021 2022年度末

160,463店160,463店 2,003,511人2,003,511人
156,152店156,152店 1,845,354人1,845,354人

2.7％ 7.9％

2021 2022年度末
（注）代理店実在数および募集従事者数は、国内会社および外国会社の合計。

参照 P.72、73
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損害保険
の概況 多様な損害保険

※  積立型（貯蓄型）の保険とは・・・
　�・�保険期間（契約期間）が例えば3年から6年程度と長期であり、保険本来の補償機能と、満期時には満期返

戻金が支払われるという貯蓄機能を併せ持った保険です。
　�・�特に、高齢社会における年金ニーズに対しては、積立型（貯蓄型）の保険の仕組みを用いた個人年金商品（年

金払積立傷害保険）や確定拠出年金に対応した積立傷害保険などもあります。

　スポーツやレジャー中のケ
ガ・用品の損害、他人への賠償
責任などに備える保険です。
　また、ペットの病気やケガに
備える保険もあります。

●海外旅行保険
●国内旅行傷害保険
●ゴルファー保険
●個人賠償責任保険
●自転車保険
●ペット保険 など

くらし
レジャー

　建物や家財の損害に備える
保険です。
　総合型の保険では、盗難や
水災などによる損害も補償さ
れます。
　「地震保険」は、火災保険と
セットでの加入となります。

●火災保険
●地震保険
●積立型（貯蓄型）の保険※

など

すまい

　自動車事故での損害に備え
る保険です。
　法律で加入が義務付けられ
ている「自動車損害賠償責任
保険（自賠責保険）」と任意の自
動車保険の２種類に分類され
ます。

●自動車損害賠償責任保険（自賠責保険）
●自動車保険
　　■ 対人賠償保険　　■ 搭乗者傷害保険

　　■ 対物賠償保険　　■ 車両保険

　　■ 人身傷害保険
など

くるま

　ケガや病気、老後の生活に備
える保険です。

●傷害保険　　　　　　　　●医療保険
●所得補償保険　　　　　　●がん保険
●介護（費用）保険
●年金払積立傷害保険※

●積立型（貯蓄型）の保険※

など

からだ
老後の生活

　損害保険はわたしたちの生活を取り巻くさまざまな危険（リスク）によって生ずるであろう万が一の損害に
対する経済的な備えです。

くらしの安心を支える保険 
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●企業費用・利益総合保険             ●取引信用保険
●休業補償保険
●興行中止保険
●生産物回収費用保険 など

売上利益

●業務災害総合保険　　　　　　　 ●公共工事履行ボンド
●建設工事保険　　　　　　　　　●原子力保険
●組立保険　　　　　　　　　　　
●土木工事保険　　　　　　　　　 など

その他

●施設賠償責任保険　　　　　　　●請負業者賠償責任保険
●生産物賠償責任保険（PL保険）　 ●雇用慣行賠償責任保険（EPL保険・特約）
●自動車管理者賠償責任保険         ●個人情報漏えい保険
●会社役員賠償責任保険（D＆O保険） ●サイバー保険                       など

損害賠償

●自動車損害賠償責任保険（自賠責保険）
●自動車保険

など

自動車

●運送保険　　　　　　　　　　　●船客傷害賠償責任保険
●貨物海上保険
●船舶保険
●航空保険 など

輸　送

●火災保険　　　　　　　　　　　●機械保険
●動産総合保険　　　　　　　　　●ガラス保険
●コンピュータ総合保険
●盗難保険 など

建物�財物

事業活動の安心を支える保険
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損害保険
の概況 多様な損害保険

◦　自賠責保険は、交通事故の被害者保護を目的としている保険であり、自動車損害賠償保障法（自賠法）に基づ
き、原動機付自転車（原付バイク）を含む全ての自動車に契約することが義務付けられています。なお、法律に基
づいた保険であるため、補償内容・保険料については、自賠責保険を扱う保険会社間で差異はありません。

◦　自賠責保険の保険料は、「地域別（本土、本土離島、沖縄本島、沖縄離島）」「車種別」「契約期間別」に定めら
れています。

くるまの保険

自動車損害賠償責任保険（自賠責保険）

資料・データ　自動車保険関係等参照 P.74〜77

◦　自賠責保険は、他人を死傷させた場合の損害賠
償（対人賠償）のみを補償する保険であり、ご自身
のケガや他人のモノなどに対する損害賠償（対物
賠償）は補償されません。また、右のとおり、被害者
１名について支払保険金に限度額が設けられてい
ます。対人賠償のうち自賠責保険の支払限度額を
超える部分、対物賠償、ご自身のケガや車両損害
について備えるためには、任意の自動車保険に加入
する必要があります。

損害の内容 被害者１名あたりの限度額
ケガによる損害 120万円
後
遺
障
害
に
よ
る
損
害（
注
）

神経系統の機能
または精神・胸腹
部臓器に著しい障
害を残し、介護を
要する後遺障害

常時介護を
要する場合
（第1級）

4,000万円

随時介護を
要する場合
（第2級）

3,000万円

上記以外の後遺障害 （第1級）3,000万円
～（第14級）75万円

死亡による損害 3,000万円
（注）�後遺障害による損害は、障害の程度により第1級～第14級

の等級が認定されます。支払保険金の限度額は等級別に
定められています。

＜支払われる保険金の限度額＞

車　種 契 約 期 間
12か月 13か月 24か月 25か月 36か月 37か月 48か月 60か月

自家用乗用自動車 （例）白の3･5･7ナンバー 11,500 12,010 17,650 18,160 23,690 24,190 - -
小型二輪自動車 （例）250 ㏄超のバイク 7,010 7,150 8,760 8,910 10,490 10,630 - -
検査対象軽自動車 （例）三輪・四輪の軽自動車 11,440 11,950 17,540 18,040 23,520 24,010 - -
検査対象外軽自動車 （例）250 ㏄以下のバイク 7,100 - 8,920 - 10,710 - 12,470 14,200
原動機付自転車 （例）スクーター（125 ㏄以下） 6,910 - 8,560 - 10,170 - 11,760 13,310
（注）いずれも本土に適用する保険料。

＜保険料例＞� 2023年6月現在（2023年４月１日以降始期契約、単位：円）

�満期年月にご注意ください�
自動車検査登録制度（車検制度）の対象となっている自動車や250ccを超えるバイクは、車検のときに自賠
責保険を契約していることが求められますが、車検制度の対象ではない車種（250cc以下のバイク、原付バイ
ク、電動キックボードなど）は、自賠責保険の契約期間が切れていないかご注意ください。自賠責保険を契約
すると、保険の満期年月を示すステッカー（保険標章）も交付されますので、ナンバープレートの左上部などに
貼り付け、いつでも確認できるようにすることが必要です。

満期年
満期月 250

　●安心町●

あ
（注）この例では、令和7年9月が満期年月です。契約の更新を忘れないように注意が必要です。

満期年
満期月 250

　●安心町●

あ
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◦　自動車保険は、自動車事故によるさまざまな損害を補償する保険で、他人の身体や財物に与えた損害を補償する保
険、運転者や同乗者が被った身体の傷害を補償する保険、自分の自動車が被った損害を補償する保険などがあります。

◦　自動車保険は、法律で加入することが義務付けられている自動車損害賠償責任保険（自賠責保険）と区別する意
味で、契約者が任意で契約するため「任意の自動車保険」と呼ばれることがあります。

◦　各損害保険会社では、さまざまなタイプの自動車保険を開発・販売しています。例えば、自家用自動車を対象と
する自動車保険では、「対人賠償保険」「対物賠償保険」「人身傷害保険」「搭乗者傷害保険」「無保険車傷害保
険」「自損事故保険」「車両保険」のうち、いくつかの保険を組み合わせて販売しています。

◦　自動車事故による損害の種類と自動車の保険は、次のような関係になっています。

自動車保険

身 体 の 損 害 （ 死 傷 ） 財 物 の 損 害

相
手
へ
の
賠
償

●相手を死傷させた
・対人賠償保険

●相手の財物を壊した
・対物賠償保険

●相手を死傷させた
・自賠責保険�

自
分
等
へ
の
補
償

●自分や搭乗中の者が死傷した
・人身傷害保険　　　・無保険車傷害保険
・搭乗者傷害保険　　・自損事故保険

●自分の車が壊れた
・車両保険

損害の種類と
対応する自動車の保険

強制加入 任意加入

相手への賠償
【対人賠償保険】自動車事故により、他人を死傷させ、法律上の損害賠償責任を負った場合に、自賠責保険の支払限

度額を超える損害が補償されます。
【対物賠償保険】自動車事故により、他人の自動車や建物など他人の財物に損害を与え、法律上の損害賠償責任を

負った場合の損害が補償されます。

自分等の補償
【人身傷害保険】自動車事故により、自動車に乗車中の者が死傷した場合に、過失割合に関わらず損害額が補償され

ます。補償範囲を、契約時に特定した自動車に乗車中の場合に限定した商品のほか、他の自動車に
乗車中や歩行中の場合も補償の対象としている商品があります。

【搭乗者傷害保険】自動車事故により、契約時に特定した自動車に乗車中の者が死傷した場合に保険金が支払われま
す。ただし、定額での支払いとなります。

【無保険車傷害保険】自動車事故により、契約時に特定した自動車に乗車中の者が死亡または後遺障害を被った場合で
あって、加害者からの十分な損害賠償が受けられないときに、その損害額が補償されます。

【自損事故保険】電柱に自ら衝突するような単独事故などによって運転者自身が死傷した場合に保険金が支払われ
ます。ただし、定額での支払いとなります。

【車��両��保��険】事故によって、契約時に特定した自動車が損害を受けた場合に保険金が支払われます。
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損害保険
の概況 多様な損害保険

◦　火災保険は、火災だけでなく、風水災などの自然災害によって「建物」や「家財」などに生じた損害を補償する保
険です。

◦　また、泥棒に入られて家財が盗まれたり、自動車が建物に飛び込んできて建物が壊された場合など、日常の思い
がけない事故による損害を補償する商品もあります。

◦　火災保険の主な補償内容は以下のとおりです。また、損害に対する補償に加えて、その損害に伴う諸費用に対し
て保険金が支払われるものがあります。保険会社によって補償内容は異なっていますので、詳細については損害保
険会社または代理店に確認することが必要です。

【損害保険金をお支払いする主な場合】
・火災・落雷・破裂または爆発
・風災・雹（ひょう）災・雪災※

・水濡れ
・騒擾（じょう）および集団行動等に伴う暴力行為もしくは破壊行為
・盗難※

・水災※

・日常の不測・突発的な事故による破損・汚損※

【主な費用保険金】
・損害防止費用
・災害時の臨時費用※

・残存物の取り片づけ費用※

・失火見舞費用※

・地震火災費用※

※一定の制限付で補償される場合があります。

火災保険

すまいの保険 参照 P.79〜88 資料・データ　火災保険関係・地震保険関係
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※1�基礎・柱・壁・屋根などの主要構造部に着目して損害を調査します。地震保険でいう「主要構造部」とは、建築基準法施行令第1条第3号に掲
げる構造耐力上主要な部分をいいます。

※2�津波によって建物（「木造建物」「共同住宅を除く鉄骨造建物〈鉄骨系プレハブ造建物等の戸建住宅〉」）に浸水損害が生じた場合は浸水の
深さ、地盤の液状化によって建物（上記と同じ）に損害が生じた場合は傾斜の角度または沈下の深さで「全損」「大半損」「小半損」「一部
損」を認定します。詳しくは、お近くの損害保険会社までお問い合わせください。

損害の程度 保険金 状態（建物については次のいずれかの場合）

全　損 契約金額の
100％

1．基礎・柱・壁・屋根など※1の損害額が　建物の時価の50%以上※2の場合
2．焼失・流失した床面積が　建物の延床面積の70%以上の場合

大半損 契約金額の
60%

1．基礎・柱・壁・屋根など※1の損害額が　建物の時価の40%以上50%未満※2の場合
2．焼失・流失した床面積が　建物の延床面積の50%以上70%未満の場合

小半損 契約金額の
30%

1．基礎・柱・壁・屋根など※1の損害額が　建物の時価の20%以上40%未満※2の場合
2．焼失・流失した床面積が　建物の延床面積の20%以上50%未満の場合

一部損 契約金額の
5%

1．基礎・柱・壁・屋根など※1の損害額が　建物の時価の3%以上20%未満※2の場合
2．�建物が床上浸水または地盤面から45cmを超える浸水を受け損害が生じた場合で、
その建物について生じた損害が、全損・大半損・小半損または一部損に至らないとき

◦　保険金は、迅速にお支払いするために損害の程度に応じて、契約金額の一定割合が支払われます。その内容は
以下のとおりですが、損害が「一部損」に至らないときには、保険金は支払われません。

地震保険
◦　地震保険は、被災者の生活の安定に寄与することを目的とする保険です。「地震・噴火またはこれらによる津波」
（以下「地震等」）を原因とする火災・損壊・埋没・流失によって建物や家財に損害が生じた場合に、生活を再建する
ための資金を保険金としてお支払いします。

◦　「地震等」による建物の火災や損壊などは、その発生予測が困難なことなどから、火災保険では補償されません。
これらの損害に備えるには、政府と損害保険会社が「地震保険に関する法律」に基づいて共同で運営している地震
保険を契約する必要があります。この地震保険は、補償内容・保険料について保険会社間で差異はありません。

◦　地震保険の補償の対象となる損害は、「地震等」を直接または間接の原因とするものであり、具体例としては次
のような損害が該当します。
1．地震による倒壊・破損
2．地震によって生じた火災による焼損
3．地震によって河川の堤防やダムが決壊し、洪水となったため生じた流失・埋没
4．噴火に伴う溶岩流、噴石、火山灰や爆風によって生じた倒壊・埋没
5．地震や噴火の結果生じた土砂災害による流失・埋没
6．津波によって生じた流失・倒壊

◦　地震保険は単独では契約できず、必ず火災保険に付帯（セット）して契約する必要があります。また、現在契
約している火災保険に地震保険を付帯していない場合には、火災保険の保険期間の中途でも地震保険を付帯
することができます。

◦　地震保険の契約金額は、火災保険の契約金額に
対して、30％～50％の範囲内で設定します。ただ
し、建物は5,000万円、家財は1,000万円が限度額
となります。

火災保険の契約金額
に対する割合 限度額

建物※1
30％～50％

5,000万円
家財※2 1,000万円
※1��住居のみに使用される建物および併用住宅
※2��30万円を超える貴金属・宝石などは含まれません
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損害保険
の概況 多様な損害保険

すまいの保険

都道府県 構造区分

北海道・青森県・岩手県・秋田県・山形県・栃木県・群馬県・
新潟県・富山県・石川県・福井県・長野県・岐阜県・滋賀県・
京都府・兵庫県・奈良県・鳥取県・島根県・岡山県・広島県・
山口県・福岡県・佐賀県・長崎県・熊本県・大分県・鹿児島県
宮城県・福島県・山梨県・愛知県・三重県・大阪府・和歌山県・
香川県・愛媛県・宮崎県・沖縄県
茨城県・徳島県・高知県
埼玉県
千葉県・東京都・神奈川県・静岡県

イ構造※ ロ構造※

1,160円

2,300円
2,650円
2,750円

1,120円730円

1,950円

4,110円
4,110円
4,110円

〈割引制度〉
　建物の免震・耐震性能に応じた割引制度があります。
　　○免震建築物割引：50％

「住宅の品質確保の促進等に関する法律」に基づく免震建築物である場合
　　○耐震等級割引：10％・30％・50％

「住宅の品質確保の促進等に関する法律」に基づく耐震等級を有している場合など
　　○耐震診断割引：10％

地方公共団体等による耐震診断または耐震改修の結果、改正建築基準法（1981年６月１日施行）に
おける耐震基準を満たす場合

　　○建築年割引：10％
　　　1981年6月1日以降に新築された建物である場合
（注１）上記の割引は重複して適用を受けることはできません。
（注２）�割引の適用を受けるには、建物が割引の条件を満たしていることを確認できる資料を提出いただく必要があります。

※�セットで契約する火災保険の構造級別により区分されます。
（イ構造…主として鉄骨・コンクリート造の建物　ロ構造…主として木造の建物）

◦　地震保険の保険料は損害保険料率算出機構が算定した保険料率をもとに算出されています。具体的には、政府の
地震調査研究推進本部による「確率論的地震動予測地図」を活用し、保険料を算定しています。
◦　地震保険料は、建物の構造および所在地により異なります。建物の構造は、地震の揺れによる損壊や火災に
よる焼損などの危険を勘案し、イ構造※とロ構造※の２つに区分されています。

〈１年間の保険料（契約金額100万円あたり）〉�
���2023年9月現在(保険期間の始期が2022年10月1日以降の契約)
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◦　地震保険は、「地震保険に関する法律（地震保険法）」に基づき、政府と損害保険会社が共同で運営する公共
性の高い保険です。
ひとたび大規模な地震が発生すると、巨大な損害が発生するおそれがあることから、地震保険は巨額の保険
金の支払いに備えて政府が再保険を引き受ける仕組みとなっており、下図のとおり、大規模な地震では、政府が
大きな負担をする仕組みとなっています。
損害保険会社は利潤をいただかず、保険料は、将来発生する地震による保険金支払いに備えて積み立てられ
ています。
国の防災基本計画には、災害復旧・復興への備えとして地震保険制度の充実と普及向上を図ることが盛り込
まれています。

◦　1回の地震等による損害保険会社全社の支払保険金の総額が12兆円（2023年9月現在）※を超える場合、お
支払いする保険金は下記の算式により計算した金額に削減されることがあります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　12兆円　　　　　　　　　　　
� �
算出された保険金の総額

※�関東大震災級の地震が発生した場合でも支払保険金の総額がこの額を超えることがないように決定されて
おり、適時見直されています。

◦　地震保険契約者には、税制上の優遇措置があります。「地震保険料控除」というもので、所得税、個人住民税
の計算をする際に、所得金額からその年に支払った地震保険料のうち一定の金額を控除することができ、税金
が軽減されます。
控除することができる金額は、以下のとおり所得税で地震保険料の全額（5万円限度）、個人住民税で地震保
険料の2分の1（2.5万円限度）となっています。

控除対象額
所得税 地震保険料の全額（最高5万円）

個人住民税 地震保険料の1/2（最高2.5万円）

【政府と民間の地震再保険のしくみ】

日本地震再保険株式会社資料より

50％

50％

1,533
億円

315億円

315億円

（責任限度額） 民　　　間
政　　　府
合　　　計

2,287億円
11兆7,713億円

12兆円

1,533億円

1stレイヤー 2ndレイヤー

2,163億円

1回の地震等による損害額小 大

12兆円

約99.6%

約0.4%

（2023年4月1日改定）

11兆7,398億円

439億円

3rdレイヤー

お支払いする保険金�＝�算出された保険金の額�×
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損害保険
の概況 多様な損害保険

◦　傷害保険は、被保険者が「急激・偶然・外来の事故」によりケガをした結果、入院・通院したり死亡したりした場
合などに保険金が支払われる保険です。主として、交通事故によるケガの補償に限定したタイプの保険もありま
す。また、被保険者の範囲を「本人のみ」「家族向け」「夫婦のみ」などパターン別に用意して販売されています。
◦　傷害保険で支払われる主な保険金は、次のとおりです。

保険金の種類 要　件

死亡保険金 ケガにより、死亡したとき

後遺障害保険金 ケガにより、後遺障害が生じたとき

入院保険金 ケガにより、入院したとき

手術保険金 ケガの治療のため、所定の手術をしたとき

通院保険金 ケガにより、通院したとき

傷害保険

◦　医療保険は、被保険者がケガをしたり病気になった結果、入院・通院した場合などに保険金が支払われる保険です。
◦　医療保険で支払われる主な保険金は、次のとおりです。

保険金の種類 要　件

入
院
関
係

傷害入院保険金 ケガにより、入院※したとき

疾病入院保険金 病気で入院※したとき

手
術
関
係

傷害手術保険金 ケガの治療のため、所定の手術をしたとき

疾病手術保険金 病気の治療のため、所定の手術をしたとき

そ
の
他

傷害通院保険金 ケガの治療のため、通院したとき

疾病通院保険金 病気の治療のため、通院したとき

葬祭費用保険金 被保険者が死亡した場合で、その親族が葬儀費用を負担したとき

先進医療費用保険金 ケガや病気で入院し、その治療のため先進医療を受けて技術料を負担したとき

※医療保険における「入院」…
「入院」とは、医師による治療が必要な場合において、自宅などでの治療が困難なため、病院または診療所に入り、常に医師の管理下において
治療に専念することをいいます。このため、美容上の処置、正常分娩、疾病を直接の原因としない不妊手術、治療処置を伴わない人間ドック検
査などによる入院については、医療保険では補償されません。

医療保険

からだの保険・その他の保険
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傷害治療費用 旅行行程中でのケガの治療費用を補償
疾病治療費用 旅行行程中での病気の治療費用を補償
傷害死亡 旅行行程中でのケガで死亡した場合に補償

傷害後遺障害 旅行行程中でのケガによって後遺障害を負った場合に補償
疾病死亡 旅行行程中での病気で死亡した場合に補償
賠償責任 旅行行程中に誤って他人にケガをさせたり他人の物を壊したりして法律上の賠償責任を負った場合の損害を補償
携行品損害 旅行行程中に「被保険者が所有かつ携行する身の回り品」が盗難にあったり壊れた場合の損害を補償
救援者費用 海外旅行先でケガや病気で入院して家族が現地に駆けつけた場合の費用を補償

航空機寄託手荷物遅延費用 手荷物の到着が遅れて身の回り品を購入した場合の費用を補償
航空機遅延費用 航空機が遅れて宿泊代・食事代などを別途自己負担した場合の費用を補償

偶然事故対応費用 旅行行程中の予期せぬ偶然な事故で被保険者が負担を余儀なくされた費用（交通費、宿泊代、
食事代、通信費など）を補償

海外旅行保険

（参考）「被保険者」···
保険の補償を受ける人または保険の対象になる人をいいます。保険契約者が親で子どもや家族全員を被保険者にすることもあります。

◦　海外旅行保険は、被保険者が海外旅行を目的として住居を出発してから帰着するまでの間（以下「旅行行程
中」）に被る可能性のある各種の危険（リスク）を補償する保険です。各種の危険（リスク）を総合的に補償する商
品のほか、必要な補償だけを選んで契約する、いわゆるバラ売りの商品も用意されています。
◦　海外旅行保険の主な補償内容は次のとおりです（総合的に補償するタイプの場合）。

自転車事故への備え

1．自転車で走行中に歩行者とぶつかりケガを負わせた。 4．子どもが駐車場に停めてあった他人の車をキズつけた。

2．買い物中に陳列商品を落とし破損させた。 5．ベランダの鉢植えが落下して歩行者の頭にあたり死亡させた。

3．飼い犬が他人を噛んでケガをさせた。

個人賠償責任保険

対　象 事故の相手 自 分

保険の種類 生命・からだ 財　産 生命・からだ

個人賠償責任保険 ○ ○ ×

傷害保険 × × ○

＜自転車事故に備える保険＞

◦　日常生活で誤って他人にケガをさせたり他人の物を壊したりして、損害賠償金や弁護士費用などを負担した場
合の損害を補償する保険です。本人とその家族（同居の親族、別居の未婚の子など）が補償対象となります。
◦　火災保険や傷害保険、自動車保険などの特約として契約する場合が一般的です。

資料・データ　自動車保険関係等
参照 P.78

近年、数千万円以上にのぼる高額な損害賠償を命じる判決が相次いでいることから、自転車事故に対する社会的
な関心も高まっています。最近では条例によって自転車事故による損害賠償に備える保険の加入を義務付けたり、
努力義務としたりする動きも広がっています。
賠償責任を負ってしまうことに備えるためには
「個人賠償責任保険」が必要になります。ま
た、事故による自身のケガに備えるには「傷害
保険」が必要になります。自転車を利用する際
には、このようなリスクを認識して、必要に応じ
て保険への加入を検討することも重要です。
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損害保険
の概況 多様な損害保険

◦　法人や個人事業主が所有・使用する自動車による事故に伴うさまざまな損害（相手への賠償、運転中の従業員
のケガの補償、社用車の修理費用等）を補償する保険です。

※一般的な補償内容を紹介しています。保険会社によって補償内容は異なっていますので、詳細については損害保険会社または代理店に確認
することが必要です。

〈自動車〉

〈建物 財物〉

〈売上利益〉

〈その他〉

〈損害賠償〉

◦　火災をはじめとする偶然な事故によって、建物、設備・什器等、商品・製品等、屋外設備装置に生じる損害を補
償する保険です。

◦　基本補償では、直接間接問わず、地震・噴火・津波によって生じた損害は補償対象外です。

◦　事業用の什器・備品、機械、器具、商品などの動産について、使用中・保管中・運送中・展示中の様々な事故に
よる損害を補償する保険です。

◦　販売業者の流通過程にある商品等を保管中・運送中を問わず包括的に補償したり、補償したい動産を個別に設
定したりする契約形式があります。

◦　火災や水災などの偶然の事故により建物や設備に損害が生じ、休業した場合の利益損失や各種費用を補償する
保険です。食中毒や感染症による休業を補償する商品もあります。

◦　取引先の倒産や支払遅延等により、販売した商品や提供したサービスの代金を回収できなくなった場合（貸倒れ）
の損害を補償する保険です。

◦　企業が所有、使用、管理している施設の欠陥や、従業員等の仕事の遂行により生じた賠償責任を補償する保険
です。

◦　製造、販売した製品（生産物）の欠陥または行った工事・サービスの結果が原因となって生じた賠償責任を補償
する保険です。

事業者向けの保険

企業向け自動車保険

企業向け火災保険

動産総合保険

休業補償保険

取引信用保険

施設賠償責任保険

生産物賠償責任保険（PL保険）

▪ 地震危険補償特約
・企業向け火災保険に付帯（セット）して、地震または噴火による火災、破裂・爆発、損壊等および地震または噴火

による津波、洪水等による水災によって生じた損害を補償します。
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◦　会社役員としての業務の遂行に起因して、損害賠償請求がなされたことによって被る損害を補償する保険です。

◦　請負作業に起因する偶然な事故、または請負作業遂行のために所有、使用もしくは管理している施設の欠陥、管
理の不備により発生した偶然な事故に起因して法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害を補償す
る保険です。

◦　ハラスメント・不当解雇等の侵害行為に起因して、事業主や役員等が従業員等から損害賠償請求がなされたこ
とによって被る損害を補償する保険です。

◦　個人情報の漏えいまたはそのおそれが発生し、法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害や、謝罪
広告掲載費用・お詫び状作成費用等の事故対応のために支出した費用を補償する保険です。

◦　従業員（アルバイトやパートタイマー等を含む）が労働災害を被った場合に、企業が補償金を負担することによっ
て被る損害を補償する保険です。

◦　業務上疾病（例：精神障害、心疾患、脳疾患等）を除き、政府労災保険等の認定を待たずに保険金が支払われます。

〈その他〉

会社役員賠償責任保険（D&O保険）

請負業者賠償責任保険

雇用慣行賠償責任保険（EPL保険・特約）

個人情報漏えい保険

サイバー保険

業務災害総合保険

◦　サイバー事故により企業に生じた法律上の損害賠償責任のほか、事故時に必要となる費用や自社の喪失利益を
補償する保険です。

◦　上記の補償のほか、保険会社によっては、関連する付帯サービス（情報セキュリティ診断サービス、専門業者の
紹介サービス等）を提供している場合があります。

◦　｢サイバー保険」特設サイトもご覧ください。           

事業者向け保険に関する情報が特設サイト「中小企業に必要な保険」にも掲載されています

https://www.sonpo.or.jp/sme_insurance/

https://www.sonpo.or.jp/cyber-hoken/
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